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要約 
近年、プラスチックごみが世界中で増加しており、環境や廃棄物行政に与える悪影響が

問題視されている。また、2019 年に定められたプラスチック資源循環戦略においても、政

府や自治体はプラスチック使用量の削減やプラスチックごみの有効利用で環境問題の解決

や持続可能な発展を目指すと述べられている。プラスチック資源を有効利用するため、３

Ｒの促進が掲げられている。３Ｒの優先順位はリデュース、リユース、リサイクルの順で

あるが、プラスチックごみを大幅に削減し、プラスチック資源を循環させるためには、リ

デュース、リユースに加え、リサイクルも積極的に行わなければならない。本稿では、循

環型社会の形成において重要な容器包装プラスチックごみに焦点を当てる。また、リサイ

クルの中でも廃棄物を製品原料として再び使用する再資源化に着目する。 

現状、プラスチックごみの再資源化量は頭打ち状態が続いている。その原因として費用

対効果が小さいこと、住民の分別への協力が得られにくいことの２つが挙げられる。収支

問題に関して自治体は再資源化に年間 3000億円をかけている。しかし、再生素材の需要が

少ないため、自治体や再資源化を専門に行う再商品化事業者に再資源化の利益が還元され

ず、高額な費用負担が改善されない。また、住民の協力問題に関して住民にとって容器包

装プラスチックの識別が困難であること、住民に分別を行う動機がないことから、分別へ

の協力が得られない自治体が存在する。 

 収支問題に対して、政府はエコマークによる消費者への需要喚起や公共調達を行い再生

素材の需要促進による利益創出を図っているが、現行政策による再生素材の需要増加は限

定的である。もう一方の住民の協力問題に対して、政府は 2022年度からプラスチック一括

回収事業を全国に導入し、分別基準の明確化を図ろうとしている。また、一部自治体では

家庭ごみ袋有料化を実施することで、住民に分別への動機付けを行なっているが、全国に

広がっていない。 

 本稿では、これらの問題にアプローチすることで再生素材の需要を促進し、再資源化に

よる利益を創出する。また、住民に分別への動機付けを行う政策を全国に拡大することで、

容器包装プラスチックごみの再資源化を促進し、「プラスチック資源の循環による持続可

能な社会」を実現する。 

 先行研究としては、碓井（2003）、赤松（2018）と斉藤（2002）、斧田（2013）を参照

する。碓井（2003）、赤松（2018）からは再資源化に関するモデルの枠組み・手法・変数

等を参考にし、ごみ袋有料化政策の効果を実証的に分析することとした。斉藤（2002）、

斧田（2013）からは課税政策が資源化量に正の影響を与える可能性があることを参考にし

た。 

 本稿では、一般廃棄物処理実態調査、山谷修作東洋大学名誉教授が実施した聞き取り調

査及び自治体への聞き取り調査から得られたデータを用いて、可燃ごみ袋価格の上昇が資

源化量に与える影響を分析した。また、工業統計調査のデータを用いて、バージン素材の

相対価格が再生素材の利用量に与える影響を OLSで推定した。 

 分析の結果、「可燃ごみ袋価格の上昇は資源化量増加に寄与する」ことが明らかになっ

た。また、「バージン素材の価格が再生素材の価格と相対的に上昇すると、再生素材の利

用量が増加する」ことも明らかになった。 

 この結果を踏まえ、以下の政策提言を行う。 

【政策提言Ⅰ 都道府県による有料化導入時の初期費用の貸付】 
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【政策提言Ⅱ-ⅰ バージン素材への課税】 

【政策提言Ⅱ−ⅱ 課税事業者登録制度の設立】 

 まず、有料化導入に関する市町村の初期費用負担を軽減するため、都道府県による有料

化導入への初期費用の貸付を提言する（政策提言Ⅰ）。また、バージン素材の相対価格を

上昇させることによる再生素材の需要の促進、容器包装プラスチックリサイクルでの利益

創出のためのバージン素材への課税を提言する（政策提言Ⅱ-ⅰ）。さらに、政策提言Ⅱ-

ⅰの実施にあたり、課税対象事業者を把握し適切な課税を行うため、課税事業者登録制度

の設立を提言する（政策提言Ⅱ−ⅱ）。 

 以上、３つの政策提言により、住民の分別への協力不足問題と容器包装プラスチックご

みの再資源化における需要不足問題が解消され、本稿のビジョンである「プラスチック資

源の循環による持続可能な社会」が実現される。 
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はじめに 
 世界ではプラスチックごみが増加しており、環境汚染を引き起こす原因となっている。

この問題に関して、環境意識の高まりから３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）に

注目が集まっている。本稿では、ごみを資源として有効利用できるか否かの最後の砦であ

るリサイクルの可能性に着目し、その促進により環境への負荷を軽減することで、プラス

チック資源が循環する持続可能な社会の実現を目指し、研究を行う。 
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第 1 章 現状分析・問題意識 

第 1節 プラスチックごみをめぐる現状 

第 1 項 プラスチックごみの増加 

 世界ではプラスチックごみが増加している。2050 年には世界のプラスチックごみの量は

120 億トンに達し、海洋中のプラスチック量が魚の量より多くなると予想されている2。海

洋プラスチックごみ等の適切に処理されていないプラスチックごみの増加は、環境汚染や

生体濃縮などの健康被害に繋がる。日本でも新型コロナウイルス拡大による巣ごもり需要

で食品用容器包装が増加したことから、プラスチックごみは過去 10年で最多を記録した。

プラスチック循環利用協会（2020）によると、2019 年のプラスチックごみの量は 850 万ト

ン3に上る。その内訳を見ると、容器包装プラスチックごみ4が廃プラスチック総排出量の

46.7％と大きな割合を占めている（図 1 参照）。さらに、日本の人口 1 人当たりの容器包

装プラスチックごみの量は米国に次いで世界第２位である。そこで、本稿では日本におけ

る容器包装プラスチックごみに着目する。 

  

                             
2 環境省（2019a）「プラスチックを取り巻く国内外の状況」 
3 内訳は一般系廃棄物由来が 412万トン、産業系廃棄物由来が 438万トンである。 
4 2018年 6月に発表された UNEPの報告書「シングルユースプラスチック」によると、2015年の世界の産業セクター別

プラスチック生産量は容器包装セクターが最も多く、全体の 36％を占めている。 
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図 1 廃プラスチック総排出量内訳 

 

第 2 項 廃棄物処理政策とその問題点 

プラスチック廃棄物は主に焼却、埋立てにより処分される。しかし、これらの手段には

様々な問題点がある。まず、焼却処分の問題点について述べる。日本の廃棄物処理は焼却

処分の占める割合が大きく、環境省（2021a）によると一般廃棄物の 80.5％が焼却処分さ

れている。しかし、高田（2019）では、焼却処分は二酸化炭素等の温室効果ガスを排出し、

地球温暖化に繋がるなど環境に悪影響を与えると述べられている。また、二酸化炭素の他

にもプラスチックを低温で焼却すると健康被害に繋がるダイオキシンが発生し、高温で焼

却すると酸性雨や富栄養化の原因となる窒素酸化物が発生する。加えて、近年はＳＤＧｓ

への注目度が増し、環境問題や脱炭素の取り組みへの関心が高まっている。よって、環境

保護の観点ではプラスチック廃棄物の焼却は望ましくない。 

次に、埋立て処分の問題点について述べる。日本の最終処分場残余年数5は、2018年度時

点で一般廃棄物が 21.6年6、産業廃棄物が 17.4年7と少ない状態が続いている。なお、残余

容量は一般系、産業系共に減少を続けており、武山（2018）では、近年最終処分場の新規

設置が困難になっていることから、2030 年には 30 府県で一般廃棄物の最終処分が不可能

になることが試算されている。既に、山梨県では県内の最終処分場が枯渇し、他県での最

終処分が行われている。以上のことから、焼却、埋立てに頼る廃棄物処理ではなく、プラ

スチックごみを含めた廃棄物削減を積極的に進める必要があると言える。 

                             
5 最新の残余容量を 1年間の最終処分量で除すことで求められる 
6 環境省（2020）「令和 2年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」 
7 環境省（2021b）「産業廃棄物処理施設の設置、産業廃棄物処理業の許可等に関する状況（平成 30年度実績）」 
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第 3 項 ３Ｒについて 

（1）３Ｒとその達成状況について 
 プラスチックごみを削減し、資源として有効利用する手段に３Ｒがある。３Ｒの優先順

位は、2000 年制定の循環型社会形成推進法でリデュース、リユース、リサイクルの順であ

ると定められている8（図 2 参照）。リデュースは、プラスチックを使わないこと、使用量

を減らすこと、製品を長く使うことで、プラスチック資源の消費を削減することを指す。

リユースは一度使ったプラスチック製品を再度使うことを指す。リサイクルは再使用でき

なかったものや再使用された後に廃棄されたものを資源として再生利用することを指す。 

 ３Ｒの目標値と達成状況についてはどうであろうか。３Ｒ推進団体連絡会（2021）によ

ると、容器包装プラスチックのリデュースについては 2019 年度に 2004 年度基準で 17.6％

の削減に成功し、累計で約 10.2万トンのプラスチックを削減した。リサイクルについては、

2019 年度に再資源化率 46.4％を記録した。いずれも 2020 年度目標で定められた削減率

16％、再資源化率 46％を達成しており、３Ｒは着実に進んでいることが分かる。 

 リユースが進めば資源を何度も使用できるためごみ発生量を減らすことができ、リサイ

クルの必要性が低下する。また、リデュースでごみそのものを発生させなければ、リユー

スやリサイクルを行う必要もなくなる。しかし、リデュース、リユースのみでプラスチッ

ク資源を十分に有効利用することには限界がある。３Ｒそれぞれの限界を以下に詳述する。 

 

図 2 ３Ｒの優先順位 

 
 

（2）３Ｒの限界とリサイクルに着目する理由 
①リデュース 

                             
8 環境省（2015）「３Ｒまなびあいブック」 
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 近年企業側が過剰包装の削減等に取り組んでいるが、製品の大型化や製品保護の観点か

ら包装材の減量化や薄肉化設計については一定の制約があり、プラスチック使用量の削減

には技術的限界がある9。また、企業はプラスチックを使用することで軽量化、エネルギー

削減、保存状態を良好に保つことができるといったメリット10があることからも、プラス

チック使用量の大幅な削減は難しい。 

消費者側の事例としては、2020 年 7 月から消費者や家庭におけるリデュースを進めるた

めの施策としてレジ袋有料化が全国で導入された。有料化によりレジ袋辞退率は大幅に上

昇11したが、取っ手付きポリ袋の売上が有料化前の 2 倍以上に増加12するなど、プラスチッ

ク袋の使用量自体は減少していない。 

 

②リユース 

 容器包装プラスチックは使い捨てを前提に製造されており、薄くて軽い容器包装プラス

チックは繰り返しの利用に耐えることができない13。リユース可能な設計は容器包装の強

度向上や劣化対策を必要とするため、リユースを重視する場合、現在よりも多くのプラス

チックが使用されリデュースの効果を相殺してしまう。 

 

③リサイクル 

 容器包装プラスチックごみのリサイクル量は、循環型社会形成推進法等による取り組み

の成果もあり、着実に増加してきた。しかし、リサイクルありきで大量消費が行われ、リ

デュース、リユースが進んでいないという批判もある14。また、日本におけるリサイクル

の手段には再資源化の他に熱回収15も含まれているが、現在リサイクルの大部分を占める

熱回収では資源循環が行われているとは言えない。さらに、第四次循環型社会形成推進基

本計画（2018）では、国はリサイクル量のみならず再資源化物の質にも着目した取り組み

を進め、高度で高付加価値16な再資源化を社会に定着させる必要があるとされている。こ

のようにリサイクルは見直しの時期を迎えている。 

 

上記のように、３Ｒにはそれぞれ限界がある。リデュース、リユースによる廃棄物の発

生防止、削減は優先されるべきであるが、それらの手法で削減できなかった廃棄物は、リ

サイクルによって有効利用することができる。リサイクルは、プラスチックごみを資源と

して活用できるか否かの最後の砦である。ゆえに、リデュース、リユースのみならず、質

の高いリサイクルも積極的に行うことが必要である。従って、本稿ではリサイクルの中で

も廃棄物を製品原料として再び使用する再資源化に着目して論を進めていく。 

                             
9 一般社団法人 日本電機工業会（2020）「電機・電子業界 プラスチック取組み目標の基本的な考え方について」 
10 公益財団法人容器包装リサイクル協会への聞き取り調査より（2021年 5月 26日実施） 
11 日本フランチャイズチェーン協会によると、有料化前の辞退率が約 25％であったのに対し、有料化後の辞退率は

75％まで上昇した。 
12 NHK（2021）「レジ袋の有料化 効果あった？」 
13 高田（2019）『プラスチックの現実と未来へのアイデア』 
14 公益財団法人容器包装リサイクル協会への聞き取り調査より（2021年 5月 26日実施） 
15 プラスチックごみを焼却して得られたエネルギーを回収し、発電や暖房の熱源等に利用することを指す。サーマル

リサイクルと呼ばれる。ごみを焼却するため、環境に悪影響を与える。また、国際的認識ではリサイクルに含まれ

ない。 
16 資源として何度も再生利用できる再資源化を指す 
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第 2節 再資源化について 

第 1 項 一般系容器包装プラスチックごみの再資源化の流れ 

 前述したように、プラスチックごみ全般は一般系と産業系に分類される。産業系プラス

チックごみの再生利用率17は約 60％18に及ぶ。一方、一般系プラスチックごみの再生利用率

は 23％19にとどまり、産業系に比べて資源の活用が十分に進んでいるとは言えない。３Ｒ

推進協議会（2017）では、一般廃棄物由来のプラスチックは、その多くが焼却処分されて

いるためリサイクルポテンシャルが大きいと述べられており、再資源化には改善の余地が

あると言える。よって、本稿では一般廃棄物における容器包装プラスチックごみの再資源

化に着目する。 

 家庭から出た容器包装プラスチックごみは、容器包装リサイクル法に基づき再資源化さ

れる。容器包装リサイクル法では、消費者、自治体、プラスチックを使用して容器包装を

製造する特定事業者の三者が再資源化に携わると定められている。また、法律では主体と

して明記されていないが、再商品化事業者も再資源化で大きな役割を果たしている。 

四者の役割については次の通りである（図 3 参照）。まず、消費者は容器包装プラスチ

ックごみを各自治体の基準に従い「分別」する。本稿における分別とは、再資源化を促進

するという目的に鑑み、「プラスチックごみを可燃ごみ袋等に混入させず、プラスチック

ごみとして排出すること」と定義する。次に、自治体は消費者が分別したごみを回収し、

再資源化可能なものと不可能なものに選別する。容器包装リサイクル協会の引取基準を満

たすためのプラスチックごみの洗浄や圧縮梱包、保管も自治体の役割である。しかし、汚

れの程度が甚だしいこと、使われている素材の種類が多いことなどから、引取基準を満た

さないと判断されたプラスチックごみは自治体の手で焼却、埋立てにより処分される。さ

らに、特定事業者は拡大生産者責任20に基づき、自身が製造した容器包装プラスチックご

みを再商品化する義務を負っている21。しかし、特定事業者自身が全国の自治体から個別

に容器包装廃棄物を引き取って再資源化を行うことは困難である。ゆえに、特定事業者は

容器包装リサイクル協会を通じて、再資源化を専門に行う再商品化事業者に委託費を支払

い、再商品化義務を果たしている。最後に、再商品化事業者は自治体から引き渡されたプ

ラスチックごみをペレットなどプラスチックの原料に再生する。原料は再商品化事業者に

よってプラスチック製品を製造する企業に販売され、再び製品として利用される。この流

れにより再資源化が完了する。 

なお、原料の販売価格が上昇し再資源化による利益が生じると、その利益は協会を通じ

て自治体に還元されるが、現在、容器包装プラスチックごみの再資源化では利益が生じて

いない。 

  

                             
17 再生利用率＝再生利用量÷排出量 
18 一般社団法人産業環境管理協会（2019）「リサイクルデータブック 2019」 
19 一般社団法人プラスチック循環利用協会（2020）「プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況」 
20 生産者が、その生産した製品が使用され、廃棄された後においても、当該製品の適切なリユース・リサイクルや処

分に一定の責任（物理的又は財政的責任）を負うという考え方 
21 公益財団法人日本容器包装リサイクル協会（2018a）「特定事業者の義務と罰則」 
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図 3 容器包装プラスチックごみ再資源化の流れ 

 

 

第 2 項 リサイクルの現状と進まない理由 

 プラスチック循環利用協会（2021）によると、日本のプラスチックの有効利用率22は上

昇傾向にあり、2019年には 85％を記録した。しかし、半場（2018）では、一般系廃プラス

チックの有効利用率の上昇は熱回収量の増加によるため、実際には再資源化量は増加して

いないと述べられている。このように、容器包装プラスチックごみのリサイクル量は頭打

ち状態が続いている（図 4 参照）。再資源化が進まない主な要因を２つ挙げる。１つ目は、

再資源化の費用対効果が小さいために分別収集を実施しない自治体が存在することである。

容器包装プラスチックごみの分別収集を行う自治体は 76.7％23存在するが、容器包装リサ

イクル法の対象である PET ボトルやガラス製容器が 90％以上の自治体で回収されているこ

とに照らせば、比較的低い実施割合である。２つ目は、分別収集を行なっている自治体に

おいても住民の分別への協力を得ることが難しいため、可燃ごみとして収集される廃棄物

に再資源化可能なプラスチックが混在してしまっていることである。横浜市においては、

2020 年度に可燃ごみとして収集された廃棄物のうち 5％を容器包装プラスチックごみが占

めている24。可燃ごみとして収集された資源物は選別されず焼却されてしまう25ため、適切

に分別を行う必要がある。以下ではこれらの問題が起きる要因についてそれぞれ詳述する。 

 

                             
22 リサイクル率とごみ焼却によるエネルギー回収率を合わせたもの 
23 環境省（2021d）「令和元年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集等の実績について」 
24 横浜市（2020）「ごみ組成調査」 
25 横浜市への聞き取り調査より（2021年 10月 27日実施） 
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図 4 プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況 

 

第 3 項 リサイクルの収支問題 

（1）再資源化が支出過多となっている要因 
①自治体の費用負担 

 環境省（2021）では、自治体は容器包装リサイクルに年間 3000億円をかけていると述べ

られている。また、大阪市（2021）では、自治体が負担している分別収集、選別、保管等

に要する費用が過大な負担となっており、分別収集に取り組む自治体の財政を圧迫してい

ると述べられている。さらに、自治体は住民に分別習慣を定着させるため、広報活動や住

民説明会を継続的に実施する等、人件費や広報費負担も抱えている。加えて、上述のよう

に容器包装プラスチックごみの再資源化において自治体に利益の還元が行われていない。

近年、多くの自治体が財政問題に直面しており、重いリサイクル負担を減らすため分別収

集を中止する自治体も存在する。費用負担が原因となり分別収集が行われないと、再資源

化量は減少してしまう。 

 

②再商品化事業者の費用問題 

 再商品化事業者は、自治体から引き渡されたプラスチックごみを再度選別し、利用可能

なものを再資源化する。再商品化事業者が高度な再資源化技術を導入することで再資源化

量は増加する。しかし、再商品化事業者は小規模事業者が多く、平成 28年には約半数が単

年度赤字を計上している。従って、再商品化事業者が高度な技術を導入することは困難で

あると考えられる。 

 

③再生素材の利益の小ささ 
 再生素材の需要が小さく、再資源化で利益を生み出すことができていない。再生素材の
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需要が少ない理由は、ⅰ）再生素材製品の価格が高い26、ⅱ）安全面で問題はないがバー

ジン素材27に比べて品質が劣る、ⅲ）色や強度に関する利用者の要求基準を満たせず用途

が限定されるという３点である。ⅰ）に関して、再生素材の価格はバージン素材と比較し

て安い28が、再生素材製品の製造コストがバージン素材製品と比較して高いため、前者製

品の価格が後者製品より高くなっている。以上の理由から消費者が再生素材製品を購入せ

ず、再生素材の需要が少なくなる。再商品化事業者は需要に応じた量しか再生素材を生産

しないため、結果として再資源化量は増加しない。特に、ⅱ）とⅲ）に関して、再生素材

は技術的課題から上記のデメリットを持ち、その利用が進まない要因となっている。 

 

（2）利益が出ないことで生じる問題 
上述のように再生素材の需要が少ないと、再商品化事業者は利益を上げることができず

赤字が拡大する。赤字の拡大で設備投資額が減少し、高度な技術の導入によるリサイクル

の高度化が進まず、再資源化量は増加しない。また、容器包装リサイクル協会を通じて自

治体に利益の還元が行われないため、自治体の高額な費用負担は改善されない。以上より、

容器包装プラスチックごみの再資源化では、全般に利益が出ないことで再資源化が進まな

いと考えられる（図 5 参照）。利益が出たことで再資源化が進んだ事例として PET ボトル

が挙げられる。PET ボトルは業界団体が素材の単一化を進めた結果資源としての需要が高

まり、2006 年以降は利益を出すことに成功した。その後、PET ボトルの再資源化が進み

2019 年度のリサイクル率は 85％29を記録した。このように、利益が出ると再資源化は進む

と考えられる。よって、本稿では再生素材の需要を促進することで、再資源化による利益

を生む手段に着目することとする。 

 

                             
26 三菱総合研究所（2021）「令和２年度地球温暖化・資源循環対策等に資する調査委託費（プラスチック等資源循環

推奨調査）報告書」 
27 石油から製造される新品のプラスチックのこと 

28 経済産業省（2018）「プラスチックリサイクルについて考える」 
29 PETボトルリサイクル推進協議会（2020）「リサイクル率の算出」 
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図 5 再資源化の利益が出ないことにより起こる問題 

 
 

 

（3）需要を促進するための政策 
 前述したように、再生素材の需要が少ない理由は主に３つある。中でも、ⅱ）安全面で

問題はないが品質が劣る、ⅲ）色や強度に関する利用者の要求基準を満たせず用途が限定

されるといった問題は技術的課題であるため、今後、高度な技術の導入や発展による解決

が見込まれる。実際に、環境省は 2015年度から省 CO2型リサイクル高度化設備導入促進事

業を、2021 年度から脱炭素社会構築のための資源循環高度化設備導入促進事業を実施し、

高度リサイクル設備導入への補助を行なっている。また、国立研究開発法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構は、2024 年を目途に再生素材をバージン素材と遜色ない品質に

再生する技術を開発する取り組みを行なっている。よって、ⅰ）再生素材製品の価格がバ

ージン素材製品の価格と比較して高いという問題に着目する。以下では、課税理論と国内

外で行われている政策を基にその手段を検討する。 

  

①バージン素材製品への課税 

 バージン素材製品を製造する事業者に課税することで、再生素材の利用を促進する政策

である。企業がバージン素材を使用し生産活動を行うと、限りある資源が消費され環境に

悪影響を及ぼす外部不経済が生じる。外部不経済の発生源である経済主体に対して課税を

行うことでその発生を抑制する政策であり、ピグー税に相当する。イギリスでは、2022 年

4 月より「プラスチック製包装税30」が導入される。課税政策の導入によりバージン素材の

相対価格が上昇するため、プラスチック製包装材の生産者や輸入者はバージン素材使用量

                             
30 課税対象はプラスチック製包装材の生産者と輸入者であり、課税額は容器包装 1トン当たり 200ポンド（約 3万

円）である。ただし、再生素材を 30％以上含む包装は課税対象外となる免除規定が存在する。 
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を削減すると考えられる。これにより代替資源の利用が進むことも予想されるが、プラス

チック包装材を作る場合にはバージン素材ではなく再生素材の利用が進むと考えられる。

課税によって再生素材の利用が進むと、環境負荷を小さくすることができる。また、外部

不経済を生産者が負担することになるため長く資源を活用することができ、社会便益が増

加する。 

 

②エコマークによる消費者への需要喚起 

 エコマークとは、生産から廃棄にわたるライフサイクル全体を通して環境への負荷が少

なく、環境保護に役立つと認められた製品やサービスにつけられる環境ラベルのことであ

る。エコマークの付与を通じて消費者は再生素材製品を判別することが可能となり、企業

と消費者の間で生じる情報の非対称性の改善が見込まれる。また、環境保護に関心のある

消費者が、価格の高い再生素材製品を購入することが見込まれる。しかし、公益財団法人

日本環境協会エコマーク事務局（2020）によると、エコマーク製品に使用される再生素材

はプレコンシューマ材料31を使用しているものが多く、容器包装等の製品使用後に廃棄さ

れたプラスチックごみの活用は進んでいない。 

 

③公共調達 

 政府や自治体が、価格の高低に関わらずエコマーク等の認定を受けた環境物品等を優先

的に購入することで、需要面から環境物品等の市場形成、開発促進を目指す政策である。

日本では 2000 年制定のグリーン購入法により、公共調達が行われている。環境省（2021e）

によると、2019年度の国等の機関の公共調達率は 85.8％と高い水準を記録しており、地方

においても全ての都道府県、政令市が調達方針を単独で策定している。 

 

 上記の政策において、②エコマークによる消費者への需要喚起や③公共調達で使用され

る再生素材は、その多くが容器包装プラスチックごみ以外から製造されている。そのため、

容器包装プラスチックごみの再資源化を促進する効果は小さいと考えられる。よって、本

稿では①課税政策に着目することとする。 

第 4 項 住民の協力不足問題 

 容器包装リサイクル協会への聞き取り調査32から、再資源化量の増加には住民の分別へ

の協力が不可欠であることが分かった。しかし、現行の分別基準は住民にとって不明瞭で

ある上に住民には積極的に分別を行う動機がないため、住民の分別への協力を得ることが

難しい。以下に詳細を述べる。 

 

（1）不明瞭な分別基準 
 廃棄物の処理及び清掃に関する法律６条では、「市町村は、当該市町村の区域内の一般

廃棄物の処理に関する計画（以下「一般廃棄物処理計画」という。）を定め、分別して収

集するものとした一般廃棄物の種類及び分別の区分を定めなければならない。」とされて

いる。自治体はこの規定に基づき、一般廃棄物の排出を抑制するための方策や分別基準を

                             
31 製造工程の廃棄ルートから発生する端材または不良品等のこと 
32 2021年 5月 26日実施 
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独自で定める。ゆえに、自治体間で分別基準が異なる、一般廃棄物処理計画の改定に伴い

分別基準が変更される等の事態が生じる。また、容器包装は種類が多いため分別対象とな

るものの判断が難しい。実際に、経済産業省（2008）では、容器包装プラスチックに該当

するごみが住民にとって分かりにくく、識別表示も小さいため分別基準が分かりにくいと

述べられている。 

 この問題に対して、政府は 2022年 4月からプラスチック一括回収事業を実施し改善を図

る。プラスチック一括回収事業とは、容器包装プラスチックに加え、ハンガーやバケツ等

の製品プラスチック33もまとめて回収することで、プラスチックごみの再資源化の更なる

促進を図る事業である。これにより、容器包装プラスチックごみの不明瞭な分別基準が改

善され分別が容易になることで、住民の分別が促進され再資源化量の増加が期待される。 

 

（2）分別ルールを守らない住民の存在 
 現行の回収政策では、分別ルールを守るかどうかはごみ出しを行う個人の環境、ごみ問

題への意識に委ねられている。しかし、現行の制度では分別を行わずにごみを出したとし

ても罰金等の追加費用がかからないため、分別ルールを守らない住民が存在する34。よっ

て、再資源化量を増加させるためには、行政が住民に分別への動機付けを行う政策を実施

する必要性がある。政府は廃棄物処理計画の策定を各自治体に委任しているため、各自治

体が対策を行うことが望ましい。そのため、自治体は個人に分別への動機付けを行う政策

を実施している。以下に２つの政策を挙げる。 

 

①ごみ袋有料化 

 ごみ袋有料化とは、自治体が住民に廃棄物処理費用を一部負担させる制度である。2019

年時点で全国の 6 割にあたる 1140 自治体35で導入されており、有料化人口比率は 42.6％で

ある36。有料化には主に単純従量制と超過従量制の２種類がある。単純従量制は、ごみの

排出量に応じて排出者がごみ処理費用の一定割合を比例的に負担する方式である。超過従

量制は、ごみの排出量が一定量となるまでは無料で回収されるが、一定量を超えると排出

量に応じて排出者がごみ処理費用の一定割合を比例的に負担する方式である。有料化を実

施している自治体では、可燃ごみ袋のみを有料化することやプラスチックごみを入れる袋
37の価格を可燃ごみ袋より安く設定することで、住民に分別への動機付けを行なっている。

国は廃棄物処理法基本方針において、市町村の役割として有料化の導入検討を追加し、国

全体の方針として有料化を推進すべきことを明確化している。 

 

②戸別回収 

 戸別回収とは、各家庭の前にごみを出し自治体が回収する方式を指す。2020 年時点で全

国の 8％の自治体で実施されている。国立環境研究所（2020）によると、戸別回収はステ

                             
33 「プラ」マークがないプラスチックごみ 
34 社団法人日本廃棄物コンサルタント協会（2008）「廃棄物計画におけるごみ問題に関する研究報告書」 
35 環境省（2021a）「一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和元年度）について」 
36 山谷（2021）「全国市区町村の有料化実施状況」より 
37 自治体によりプラスチックごみを入れる袋の基準は異なるが、資源ごみ袋や容器包装プラスチックごみ袋などが例

として挙げられる 
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ーション回収38と比較して自治体の収集費用が増加するものの、排出者責任が明確になる

ため分別ルールを守りやすいという利点がある。分別ルールが守られていない場合、行政

が排出者へ直接指導を行い改善を図る。また、分別ルールを守らないごみを回収しないと

いった罰則を設けている自治体も存在する。これらの取り組みにより、自治体は住民に分

別への意識づけを行なっている。 

 

 上記（1）（2）で挙げた政策のうち、一括回収事業は現時点で実施されていない施策で

あり、事業に参加する自治体数も未定であることから実際に再資源化量が増加するかを判

断することは困難である。また、戸別回収は自治体の収集費用が増加するといった問題点

を抱えている。具体的には、各家庭の前にごみが排出されるため、ごみ収集車が停車を繰

り返すなど回収効率が低下し、ごみ収集車台数やごみ収集員の増加を要する。実際に、鎌

倉市がステーション回収から戸別回収に切り替えた場合の費用推計を行なった結果、年間

約 5億円の追加費用がかかることが判明した39。多くの自治体が財政問題に直面する中で、

戸別回収によるごみ回収費用の大幅な増加は自治体の負担になると予想される。 

 よって、本稿では有料化政策の実施による、容器包装プラスチックごみの再資源化量へ

の影響を明らかにする。また、有料化政策は一部自治体で導入されているが、全国で行わ

れている訳ではなく、有料化人口比率は高くない。よって、有料化による自治体から住民

への分別の動機付けは十分ではないと言える。実際に、有料化政策が導入されている地域

の住民が、施策の導入されていない地域にごみを捨てる「越境投棄」が見られるなど、施

策の効果が発揮されない事例も存在するため、今後有料化政策を更に拡大する必要がある

と考えられる。 

第 5 項 再資源化が進まない要因のまとめ 

 再資源化が進まない要因をまとめる。日本のリサイクル制度は、収支問題と住民の分別

への協力不足という２つの問題を抱えている。 

 本稿では、収支問題が発生する要因として再生素材の需要が少ないことに着目した。再

生素材は、ⅰ）再生素材製品の価格が高い、ⅱ）安全面で問題はないがバージン素材に比

べて品質が劣る、ⅲ）色や強度に関する利用者の要求基準を満たせず用途が限定されると

いった問題があることから十分に活用されていない。これらが解消され再生素材の需要が

高まると、再資源化事業者に利益が生まれると考えられる。生まれた利益は自治体に還元

され、高額な再資源化費用の一部を補填することが可能となる。その結果、自治体の費用

負担が軽減されるため、新たに分別収集や選別を開始すると考えられる。また、再資源化

事業者は利益の一部を高度な技術導入等の設備投資に充てることが可能となる。高度な技

術の導入で技術的に不可能であったプラスチックごみを再資源化することが可能となり、

再資源化量は増加すると考えられる。 

 再資源化が進まない２つ目の要因として、住民の分別への協力不足を取り上げた。分別

ルールを守らない住民が増加すると社会的ジレンマ40が起き、ごみが資源として活用され

ないという結果が生じる。再生素材の需要が高まり自治体が分別収集を開始したとしても、

                             
38 複数の世帯でごみ集積所を共同利用する方法 

39 鎌倉市（2020）「戸別収集モデル事業の検証結果について」 
40 中塚（2003）では、社会的ジレンマとは「行為者が最適であるとした行為が他の行為者も同様な行為をして集積し

た結果、かえって最適ではない結果が生じるような社会現象を指す」とされている。 
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住民の協力が無ければ回収量は増加しない。 

 これらの問題に対して、政府は公共調達等の対策をとっているが、需要の増加は限定的 

である41。また、各自治体が独自で廃棄物処理政策を定めており、中には再資源化に積極

的でない自治体も存在することから、分別への動機付けが全国に広がっていない。ゆえに、

一部の自治体で分別収集が行われない、分別を行なっていても住民の協力が得られない等

の事態が生じ、再資源化が進まない。本稿ではこれらの問題を改善するため２つの政策を

検討し、それらの有効性を実証するため２つの分析を行う。まず、住民に分別への動機付

けを行うため、有料化実施による可燃ごみ袋価格の上昇が資源化量に与える影響を検証す

る。次に、再生素材の需要を促進するため、バージン素材の相対価格が再生素材の需要に

与える影響を検証する。 

 

第 3節 問題意識 
 プラスチックは、日常生活のあらゆる場所で使用されている。プラスチックごみの増加

は環境や廃棄物行政に悪影響を与えるため、それらを削減する必要がある。そこで、廃棄

物削減の手段として着目したのが、一般系プラスチックごみの 77.2％を占める容器包装プ

ラスチックごみの再資源化である。しかし、容器包装プラスチックごみの再資源化量は需

要が少ないこと、住民の分別への協力が不足していることから頭打ち状態が続いている。 

 上述したように、現行の再資源化政策は再生素材の需要を十分に促進することができて

おらず、再資源化による利益が生まれていない。また、住民の分別への動機付けが進んで

いない自治体が存在する。再資源化による利益の有無や分別への動機付けは再資源化の促

進に影響を与えると考えられることから、その影響を考慮した上で施策を検討する必要が

ある。 

 本稿では、「再生素材の需要が少ないため利益が生まれないことと、住民に分別への動

機付けが進んでいない自治体が存在することにより、再資源化が進んでいない可能性があ

ること」を問題意識とする。また、「自治体による住民に分別への動機付けを行う施策が

資源化量に与える影響を明らかにした上で、再生素材の需要を促進する手段について実証

分析を行うこと」を研究目的とする。さらに、分析結果から明らかとなった資源化量に与

える影響を考慮した施策を検討することで、容器包装プラスチックごみの再資源化を促進

する。それにより、未活用のプラスチックごみを減らし、環境への負荷を少なくすること

で、本稿のビジョンである「プラスチック資源の循環による持続可能な社会」が実現され

る。 

  

                             
41 環境省（2021e）によるとグリーン購入法が定める特定調達品目が市場に占める割合は、近年横ばいまたは減少傾向

にあるものが多い。 
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第 2 章 先行研究及び本稿の位置

づけ 

第 1節 先行研究 
 リサイクル推進政策に関する論文は多数存在するが、容器包装プラスチック、あるいは

プラスチック全般のリサイクル政策に関して、定量的な分析はほとんど行われていない。

そこで、以下ではごみ全般やプラスチック以外の素材に着目した先行研究を挙げる。 

 まず、有料化に着目する本稿と最も関連性の高い論文として碓井（2003）、赤松（2018）

を挙げる。 

碓井（2003）は家庭ごみ袋有料化とごみ総排出量、リサイクルの関係を統計的に分析し

た。この分析により、有料化はごみ総排出量を減少させ、リサイクルを促進する効果があ

ることが分かった。本稿ではモデルの枠組み、手法、変数等を参考にした。 

 赤松（2018）は市町村パネルデータを用いて、大阪府における粗大ごみの有料化が粗大

ごみの排出量に与える影響を分析した。この分析では、時間と個体それぞれに固定効果を

とったモデルを用いることで、DID 分析と同じ解釈ができる分析を行なっている。本稿で

はモデルの枠組みを参考にした。 

また、本稿では再生素材の需要促進政策として課税に着目する本稿と最も関連性の高い

論文として斉藤（2002）、斧田（2013）を挙げる。 

斉藤（2002）では、ガラスびんのリサイクルについて、その素材や製品の流れを経済モ

デルによって表記しリサイクル率の決定に影響を与える要素を明らかにしている。さらに、

構築したモデルを用いてシミュレーションを行うことで、課税等の政策手段がリサイクル

率に与える効果を示した。そして、産業連関分析を応用し、経済全体や環境に与える影響

についても分析している。その結果、バージン素材に対する課税、再生素材製品に対する

補助金、及びリサイクル率の目標設定によりガラスびんのリサイクル率が向上することが

明らかになった。さらに、補助金政策によって双方の素材の価格が下落することと、副次

的な効果として二酸化炭素排出量が減少することも明らかになった。 

斧田（2013）では、容器包装リサイクル法制度をベースにモデルを設定し、家計の廃棄

物の合法処理に対する補助金や家計への課税政策の効果について、比較静学分析を行なっ

ている。その結果、市場の価格弾力性が小さい場合に限り、廃棄物の合法処理に対する補

助金政策を用いることによって、バージン資源42需要量の減少とリサイクル資源需要量の

増加が同時に達成されることが明らかとなった。 

 

第 2節 本稿の位置づけ 
 碓井（2003）、赤松（2018）の限界として、分析対象を容器包装プラスチックに限定し

ていないことが挙げられる。容器包装プラスチックは他の種類のごみとはリサイクルの流

れが異なるため、容器包装プラスチックのみで分析することで、より実状に合った結果が

得られると考えられる。 

                             
42 新しく採掘・抽出した資源を指す。 
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斉藤（2002）はガラスびんのリサイクルについての分析のみであり、容器包装プラスチ

ックには言及されていない。さらに、容器包装プラスチックのリサイクルについて同様の

分析を行なった研究は我々の管見の限り見当たらない。 

 斧田（2013）は、現実の法制度を元にしたモデルを構築しているが比較静学分析にとど

まっており、具体的にどの程度の課税や補助金によってリサイクル率が上昇するかについ

ては言及されていない。また、家計に対する政策のみを分析の対象としており、生産企業

に対する政策は検討されていない。リサイクルを促進するには商品を製造している主体に

対する政策も必須であるため、本先行研究とは異なる主体にもアプローチする必要がある。 

 プラスチックの再資源化について、再生素材の需要に着目した研究やバージン素材に対

する課税についての統計的な分析は行われておらず、さらなる研究の発展が望まれる。 

そこで、本稿では分析対象を循環型社会の形成において重要な容器包装プラスチックご

みに限定し、パネルデータを用いた重回帰分析を行う。また、バージン素材と再生素材の

価格変化によって再生素材の需要に変化が生じるのかを、OLS 推定を用いて明らかにする。

これによって、製造企業に対する課税により再生素材の需要に生じる変化を明らかにし、

再生素材の需要を高める政策を検討することが可能となる。以上が本稿の新規性である。 
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第 3 章 理論・分析 

第 1節 分析の方向性 
分析Ⅰにおいては、パネルデータを用いた重回帰分析により、可燃ごみ袋価格の上昇が

資源化量に与える効果を明らかにする。分析Ⅱにおいては、OLS 推定により、バージン素

材の価格が再生素材の需要にどのような影響を与えるのかを明らかにする。 

 分析Ⅰより、ごみ袋有料化政策の効果について検討し、分析Ⅱより、金銭的な側面から

バージン素材の需要を高める方法にアプローチする。分析の流れは図 6の通りである。 

 

図 6 分析の流れ 

 

 
 

第 2節 分析Ⅰ：ごみ袋有料化政策の効果分析 

第 1 項 検証仮説 

 分析Ⅰにおいては以下の検証仮説を設定して分析を行う。 

・仮説 可燃ごみ袋価格の上昇はプラスチック資源化量43（以下、資源化量とする）増加

に寄与する。 

 可燃ごみ袋価格を上昇させる44ことで、住民はごみ袋の費用を抑えようとするため、可

燃ごみ袋への資源ごみの混入を防ぐインセンティブが生まれる。その結果、正確な分別が

                             
43 プラスチック資源化量とは、「一般廃棄物処理実態調査」（環境省）の分類に基づき、07白色トレイ、08容器包装

プラスチック（07を除く）、09プラスチック類（07、08を除く）それぞれの資源化量の合計とする（PETボトルは

有償で取引されるため除外）。なお、環境省へのヒアリング（2021年 11月 1日実施）より、資源化量とは再商品化

事業者に引き渡されたプラスチックベールの量であることが判明している。 
44 自治体は有料化により、ごみ袋価格を上昇させる手段を持つ。 
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行われ、資源化量は増加すると考えられる。 

第 2 項 分析の枠組みとデータ 

（1）分析の枠組み 
 本分析では時間と個体それぞれに固定効果をとった二元配置固定効果モデルを用いて、

可燃ごみ袋の価格上昇が資源化量に与える影響を明らかにする。本分析におけるモデルの

性質上、検定を行うことは困難であったため、先行研究を参考に固定効果モデルを採用し

た。このモデルは DID 推計の応用形であり、可燃ごみ袋価格の市区町村間変動を政策効果

測定に活用できる利点がある45。 

 ここで、パネルデータ分析を行うにあたり、自治体ごとで誤差項にまとまりがあり不均

一分散となっている可能性がある。そのため、クラスターロバストな標準誤差項を仮定し

て分析を行う。 

 本分析で用いる変数には各自治体の平均値をとったものがあるため、各自治体の誤差項

の分散が均一ではなくなり通常の最小二乗法が使えない。よって、通常の最小二乗法では

なく、人口でウェート付けした加重最小二乗法を用いた。 

 

（2）対象データ 
まず、島嶼部においては地理的な特性上ごみ処理体系がそれ以外の地域と異なるため、

本分析では対象としないことにする。なお、離島振興対策実施地域に指定された島を島嶼

部としている。次に、1999 年から 2005 年前後まで「平成の大合併」と呼ばれる市町村合

併が行われ、その影響で合併前の市町村ごとのデータを入手することは困難である。また、

町村を分析対象に含むことには時間的な限界があった。よって、本稿では 2006年から2019

年までの合併が行われなかった全国 591市のパネルデータを用いる。 

第 3 項 分析モデル 

 本稿では、二元配置固定効果モデルを用いたパネルデータ分析により、政策がリサイク

ルに与える効果を明らかにする。分析モデルは以下の通りである。 

 

・モデル式 

𝑌𝑖𝑡 = 𝛽1𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒𝑖𝑡 + 𝑋𝑖𝑡𝛽 + 𝛼𝑖 + 𝑘𝑡 + 𝑢𝑖𝑡  (1) 

 

被説明変数𝑌𝑖𝑡には、各自治体𝑖の𝑡年における 1 人当たりプラスチック資源化量をとる。

𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒𝑖𝑡は１L 当たりの可燃ごみ袋価格、ベクトル𝑋𝑖𝑡はコントロール変数を意味する。コン

トロール変数として、その他有料化ダミー、65 歳以上人口割合、4 歳以下人口割合、実質

1 人当たり課税対象所得、平均世帯人員数、人口密度、直接埋立率、プラスチックごみ収

集頻度を用いる。加えて、自治体それぞれに対する固定効果𝛼𝑖、時間効果𝑘𝑡と誤差項𝑢𝑖𝑡を

制御して分析を行う。 

                             
45 赤松(2018)「粗大ごみの有料化に関する実証分析」によると、「基本的な DID推計式ではコントロール群ダミーと

政策変化以後ダミーの交差項は政策変化以降は１の値をとり、交差項の係数で平均的政策効果が測定される」。よ

って、本モデルにおいても同様に市町村固定効果と時間固定効果が含まれるため、DID推計の応用形であると言え

る。 
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第 4 項 変数選択 

 被説明変数には、それぞれの自治体における各年の資源化量を自治体人口で除したもの

を用いる。資源化量とは集団回収量と直接資源化量、中間処理後資源化量の合計である。

集団回収量とは、小学校や町内会などの地域団体によって資源物として回収されリサイク

ル業者に引き渡されたごみ量である。直接資源化量とは、自治体（あるいは委託業者）に

よって資源化物として収集されリサイクル業者へ直接引き渡されたごみ量である。中間処

理後リサイクル量とは、焼却処理などの中間処理で発生した残渣のうち資源として利用さ

れたごみ量のことを意味する（図 7参照）。 

 

図 7 ごみの流れ 

 

 
 

仮説に対応する説明変数として、1L当たりのごみ袋価格を用いる。1L当たりごみ袋価格

は、大袋（45L）または大袋に準ずるサイズを対象とした。ここで「有料化」とは、市町

村が一般廃棄物処理についての手数料を徴収する行為を指す。一方で、手数料を上乗せせ

ず統一規格のごみ袋（指定袋）を使用する場合は有料化に該当しない46。よって、本稿で

は有料化を行なっていない自治体についてはスーパーマーケット等で販売されている大袋

を想定して、１枚当たりの価格を 10 円と置き47（１L 当たりのごみ袋価格≓0.22 円）分析

を行う。 

 

【ベクトル𝑋𝑖𝑡（コントロール変数）】 

・その他有料化ダミー 

  

                             
46 環境省（2013）「一般廃棄物処理有料化の手引き」より 
47 スーパーマーケット等で販売されている 45L袋の平均的な価格。なお、0円と置いた分析も行なったが、結果の傾

向はほぼ同じである。 
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図 8 手数料の料金体系 

 

 
 

  図 8 のように有料化は５種類に分類される。このうち②や③や⑤は、ごみの排出量が一

定の基準を超えるとごみ袋価格を引き上げる方式であるが、本分析では排出量によるごみ

袋価格の変動を捉えることができない。また、④のようにごみ袋やシールを一定量無料で
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配布する方式もある48が、シールをどの容量のごみ袋に貼り付けるかは住民に委ねられて

いるためごみ袋の価格を算出することは不可能である。以上から、本分析では②～⑤のよ

うな有料化を行なっている自治体は「その他有料化ダミー」として扱う。有料化は手数料

を住民から徴収するため、ごみ袋の価格は高くなりやすい。よって、住民はごみ袋の費用

を抑えようとするため、可燃ごみ袋への資源ごみの混入を防ぐ動機が生じる。その結果、

正確な分別が行われ資源化量は増加すると考えられる。 

 

・4歳以下人口割合、65歳以上人口割合 

 生活様式をコントロールする変数として用いた。4 歳以下の子供を持つ家庭では、おむ

つの使用などにより生活様式が異なる。また、65 歳以上の人々は定年退職後の生活を送っ

ており、自宅滞在時間が長くなる傾向にあるためごみ排出の頻度が高くなると考えられる。

両方において、ごみの排出行動がその他の世代とは異なる可能性がある。 

 

・実質 1人当たり課税対象所得 

 課税対象所得を 2015 年基準消費者物価指数で除し、実質化を行なったものである。所得

の代理変数であり、所得が高いほど消費が増え、資源化量は増加すると考えられる。よっ

て、予測される符号は正である。 

 

・平均世帯人員数（人口/世帯数） 

 規模の経済をコントロールする変数であり、同世帯の人数が多いほど一部の消費を共有

することでごみの排出量が減り、資源化量は少なくなると考えられる。よって、予想され

る符号は負である。 

 

・人口密度（人口/可住地面積） 

 都市化の代理変数であり、都市部では家屋にごみを分別し保管するスペースが少ないの

で、ごみが分別されずに排出される可能性がある。従って、資源化量は都市部ほど減少す

ると考えられる。よって、予想される符号は負である。 

 

・直接埋立率（直接最終処分量/ごみ排出量） 

 中間処理49をせずにごみを直接埋立てた比率のことである。この数値が高いほど最終処

分場に余裕があり、自治体の再資源化への意欲が低いと考えられる。よって、予想される

符号は負である。 

 

・プラスチックごみ収集頻度 

 白色トレイ、容器包装プラスチック、その他プラスチックの月当たりの収集頻度を足し

たものである。この数値が高いほどごみ排出が容易になるため、資源化量は増加すると考

えられる。よって、予想される符号は正である。 

 

                             
48 更に必要となる場合は住民が有料で購入し、余ったものは自治体が買い取る。 

49 群馬県（2021）によると、最終処分をする前の処理過程全般であり、収集した廃棄物を焼却、破砕、選別したりす

ることでできるだけ細分化・軽量化し、最終処分場に埋立てた後も環境に悪影響を与えないように処理することを

指す。さらには、鉄やアルミ、ガラスなど再資源として利用できるものを選別回収し、有効利用する役割などもあ

る。 
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各変数の出所と記述統計量は、表 1、表 2の通りである。 

 

表 1 データの出所 

 

 
 

表 2 記述統計量 
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第 5 項 推定結果 

 推定結果は表 3の通りである。 

 

表 3 推定結果 

 

 

第 6 項 結果の解釈 

・仮説の検証 

 「ごみ袋価格」は正に有意な結果となり、仮説「可燃ごみ袋価格の上昇は資源化量増加

に寄与する」が支持された。1L 当たりのごみ袋の価格が 1 円上昇すると、資源化量が年間

1 人当たり 1398g増加すると解釈することができる。 

 

・コントロール変数 

 コントロール変数は、概ね予想通りの結果が得られた。「その他有料化ダミー」は正に

有意な結果が得られた。排出量単純比例型以外の有料化を実施すると、資源化量が 1868ｇ

増加することが分かった。有料化は手数料を住民から徴収するためごみ袋の価格は高くな

りやすい。よって、住民はごみ袋の費用を抑えようとするため、可燃ごみ袋への資源ごみ
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の混入を防ぐ動機が生じる。その結果、正確な分別が行われ、資源化量が増加したと考え

られる。 

「人口密度」は負に有意な結果が得られ、また、人口密度が 1 人/km²上がると、資源化

量が 3ｇ減少することが分かった。人口密度が高い地域では家屋にごみを分別し保管する

スペースが少ないため、ごみが分別されずに排出される可能性がある。従って、資源化量

が減少したと考えられる。「直接埋立率」は負に有意な結果が得られ、直接埋立率が 1％

増加すると、資源化量が 40ｇ減少することが分かった。これは、直接埋立率の高い自治体

は最終処分場に余裕があると考えられ、再資源化への意欲が低いことから、資源化量も減

少していると考えられる。最後に、「プラごみ収集頻度」は正に有意な結果が得られ、プ

ラごみ収集頻度が月で１回増えると資源化量が 220ｇ増加することが分かった。これは収

集頻度が高くなるとごみ排出が容易になるため、資源化量が増加したと考えられる。 

 

第 3 節 分析Ⅱ：バージン素材の価格が再生素

材の需要に与える影響分析 

第 1 項 検証仮説 

 分析Ⅱにおいては以下の検証仮説を設定して分析を行う。 

・仮説 バージン素材の価格が再生素材の価格と相対的に上昇すると、再生素材の利用量

が増加する。 

プラスチック製品の製造業者は、バージン素材と廃棄されたプラスチックから作られた

再生素材の２つの素材を用いて製品を製造する。バージン素材の価格が上昇すると、企業

はコストを抑えるためにバージン素材の利用を減らし、再生素材の利用が増加すると考え

られる。ただし、同時に再生素材の価格も上昇すると再生素材への転換は生じにくいため、

両者の相対価格によって利用量が決定されると考えられる。以上の理由から、本稿では仮

説に対応する説明変数に相対価格を採用し、予想される符号は正である。 

第 2 項 対象データ 

本稿では、工業統計調査に掲載されているデータを用いて分析を行なっている。対象年

は、容器包装リサイクル法が全面施行された 2000年から 2019年の 20年としている。 

第 3 項 分析モデル 

本稿では、バージン素材の相対価格が再生素材の利用量にどのような影響を与えるかに

ついて重回帰分析を行う。分析モデルは以下の通りである。 

 

・モデル式 

𝑙𝑛𝑌𝑡 = 𝛼 + 𝛽1𝑙𝑛𝑋1,𝑡 + 𝛽2𝑙𝑛𝑋2,𝑡 + 𝛽3𝑙𝑛𝑋3,𝑡 + 𝛽4𝑋4,𝑡 + 𝛽5𝑋5,𝑡 + 𝑢𝑡  （2） 

 

 分析で用いる変数は以下のように定義される。なお、対数による定式化が考え方に適し

ていること、推定の当てはまりも良いことから、ダミー変数以外の変数について対数を取
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って分析している。 

被説明変数𝑌𝑡は𝑡年における再生プラスチック成形材料の出荷量をとる。また、仮説に対

応する説明変数𝑋1,𝑡として、𝑡年におけるバージン素材の相対価格をとる。𝑋2,𝑡～𝑋5,𝑡はコン

トロール変数を意味する。コントロール変数として、𝑡年における樹脂消費量、𝑡年におけ

る実質 GDP、2010年ダミー、2014年ダミーを用いる。 

第 4 項 変数選択 

（1）被説明変数 
・再生プラスチック出荷量 

2000年から 2019年における再生プラスチック成形材料の出荷量を採用する。 

 

（2）説明変数 
・バージン素材の相対価格 

2000年から 2019年におけるバージン素材と再生素材の価格比を採用する。具体的には、

バージン素材 1 トン当たりの出荷額の平均値を、再生素材 1 トン当たりの出荷額で除した

ものを採用する（図 9 参照）。ここでのバージン素材は、ポリスチレン、ポリエチレン、

ポリプロピレン、塩化ビニル樹脂の４素材を指す。プラスチック全体の生産量や生産額に

関するデータが入手できなかったため、上記のデータを採用した。なお、生産されたバー

ジン素材のうち 75％程度がこれら４種類の素材であるため、価格の傾向を掴むには十分で

あると考えられる。再生素材の価格については、工業統計調査における再生プラスチック

成形材料の 1トン当たりの出荷額を採用する。 

 

図 9 バージン素材の相対価格 

 

 

 
 

・樹脂消費量 

2000 年から 2019 年における国内樹脂製品の消費量を表す。樹脂製品そのものの需要の

変化を考慮するために採用した。 

 

・実質 GDP 

2000 年から 2019 年における国内総生産を表す。国内の経済動向を考慮するために採用

した。 

 

・2010年ダミー 

2008 年のリーマンショックの影響を考慮するために採用した。リーマンショックの影響

が遅れて再生素材の需要に負の影響を与えていると考えられる。 
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・2014年ダミー 

アメリカにおけるシェールオイルの生産拡大による原油価格の下落の影響を考慮するた

めに採用した。 

 

各変数の出所及び記述統計量は以下の、表 4、表 5の通りである。 

 

表 4 データの出所 

 

 
表 5 記述統計量 

 

 

第 5 項 推定結果 

推定結果は表 6の通りである。 
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表 6 推定結果 

 

 

第 6 項 結果の解釈 

・仮説の検証 

「バージン素材の相対価格」は正に有意な結果となり、仮説「バージン素材の価格が再

生素材と相対的に上昇すると、再生プラスチックの利用量が増加する」が支持された。バ

ージン素材の相対価格が 1％上昇すると、再生素材の出荷量が 0.481％上昇することが統計

的に明らかになった。バージン素材の相対価格が上昇すると、製造企業はコストを抑える

ためにバージン素材の利用を減らし、再生素材の利用を増加させると考えられる。 

 

・コントロール変数 

その他のコントロール変数の結果を見ていく。「実質 GDP」は正に有意な結果が得られ

た。これは、経済成長によって再生素材の需要が高まったためと考えられる。 

また、「2014 年ダミー」は負に有意な結果が得られた。これは、シェールオイル等の代

替資源の生産拡大によって原油価格が下落した結果、再生素材の需要が低下したためと考

えられる。  
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第 4 章 政策提言 

第 1節 政策提言の方向性 
分析Ⅰでは、可燃ごみ袋価格が資源化量に与える影響を分析し、ごみ袋価格の上昇は資

源化量に正の影響を与えることが明らかになった。分析Ⅱでは、バージン素材の相対価格

が再生素材出荷量に与える影響を分析し、バージン素材の相対価格の上昇は再生素材の需

要に正の影響を与えることが明らかになった。 

 

 これらの分析結果をもとに、以下の３つの提言を行う。 

【政策提言Ⅰ 都道府県によるごみ袋有料化導入時の初期費用の貸付】 

【政策提言Ⅱ-ⅰ バージン素材への課税】 

【政策提言Ⅱ−ⅱ 課税事業者登録制度の設立】 

 

 まず、ごみ袋有料化の導入時における市町村の初期費用負担を軽減するため、有料化導

入時の初期費用の都道府県による貸付を提言する（政策提言Ⅰ）。また、バージン素材価

格を上昇させることで再生素材の需要を促進し、容器包装プラスチックごみの再資源化に

おける利益を創出するためバージン素材への課税を提言する（政策提言Ⅱ-ⅰ）。さらに、

課税対象事業者を把握し適切な課税を行うため、課税事業者登録制度の設立を提言する

（政策提言Ⅱ−ⅱ）。政策提言の概要は以下の図 10の通りである。 

 

図 10 政策提言の概要 
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第 2節 政策提言 

第 1 項 【政策提言Ⅰ 都道府県によるごみ袋有料化導入時の初期

費用の貸付】 

・提言対象 

提言対象は、都道府県および市町村である。 

 

・政策を打ち出す理由 

 本稿における分析から、可燃ごみ袋価格の上昇がプラスチック資源化量の増加に寄与す

ることが分かった。市町村がごみ袋価格を上昇させる手段として、ごみ袋有料化政策があ

る。現状、有料化政策は全ての市町村では導入されていない。また、有料化を導入した市

町村や周辺の有料化を導入していない市町村で不法投棄が増加するなど、施策の効果が発

揮されていない事例も存在する。ゆえに、施策の効果を最大限発揮するためには全市町村

で有料化を導入することが必要であると考えられる。 

 有料化導入にあたり、初期費用が大きな負担となっている。具体的には、住民への説明

会を繰り返し開催する、市報や広告による宣伝を行う、試行袋を配布するといった住民理

解を得るための取り組みを実施する必要がある。また、指定ごみ袋の業者選定や販売ルー

ト構築、在庫管理制度の導入などによる事務負担も増加する。さらに、制度導入直後は不

法投棄指導やパトロールの実施に多額の費用を要する。一方、大阪市環境局への聞き取り

調査50によると、有料化導入後は、指定ごみ袋の手数料収入がランニングコストを大幅に

上回るため、短期間で採算をとることが可能である。以上のことから、有料化の初期費用

に対して都道府県が貸付を行うことで、有料化導入を検討する市町村の障壁を取り除く必

要がある。 

 

・提言の内容 

 都道府県が有料化導入を検討する市町村に初期費用への貸付を実施する。制度設計に際

し、国が実施する公害防止資金貸付金51を参考にした。資金は各都道府県の一般会計から

拠出する。貸付を行うにあたり、各都道府県は都道府県廃棄物処理計画に域内の市町村に

おける家庭ごみ袋有料化の実施を記載する。また、貸付を希望する市町村は一般廃棄物処

理計画に家庭ごみ袋の有料化を記載する。貸付を行う際、貸付金の償還を担保するため、

返済計画と有料化による手数料収入の申告を義務付ける。貸付期間については、最も費用

がかかることが予想される有料化導入決定後から有料化導入 1 年目までとする。貸付利率

と貸付割合は市町村の財政状況や有料化導入に要する経費に応じて決定することとする。

償還期間は公害防止資金貸付金と同様に 15年間を最長として、都道府県と市町村の協議に

より決定する。また、償還方法に関しても公害防止資金貸付金と同様に元利均等年賦方式
52とする（図 11参照）。 

 

                             
50 2021年 10月 26日実施 

51 地方公共団体が直接実施する公害防止事業や廃棄物処理施設整備事業に必要な費用への貸付を行う制度 

52 元金と利息の合計額が毎年同額となるように計算した返済方法のこと 
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図 11 貸付制度の概要 

 

 
 

・期待される効果 

 市町村が新たな施策の導入を検討する上で、財源の確保は重要な要素である。有料化に

関する市町村の初期費用に対して貸付を行うことで、市町村の負担が軽減され、導入に踏

み切りやすくなることが期待される。また、都道府県は利息収入を得ることができる。有

料化開始後は分別が正確に行われることで、容器包装プラスチックごみの再資源化が進む

ことが期待される。また、有料化による手数料収入を環境基金の積み立てや集団資源回収

助成等の住民サービス向上施策に充てることで、住民へ有料化による手数料負担の還元が

行われることが期待される。 

 

・実現可能性 

 豊中市や北九州市、新潟市への聞き取り調査53より、有料化導入にあたり初期費用への

支援があれば政策を導入しやすくなるとの回答を得た。都道府県が市町村のごみ収集政策

を促進する取り組みとして、岩手県、栃木県、兵庫県、香川県等は、都道府県廃棄物処理

計画に基づき、有料化導入を検討する市町村への情報提供を行なっている。また、三重県

は 2005 年から 2010 年にかけて、県内の有料化導入を検討する市町村への県費による補助

金交付を行なっていた。以上のことから、都道府県が市町村の有料化導入を支援するため

に貸付を行うことは実現可能と考えられる。また、本提言は補助金ではなく貸付であるた

め、都道府県財政に与える影響は小さいと考えられる。さらに、市町村側も利率や貸付期

間を財政状況に応じて決定することができ、有料化導入後は手数料収入がランニングコス

トを上回ることから返済は容易であると考えられる。以上のことから、本提言の実現可能

性は高いと考えられる。 

                             
53 豊中市（2021年 9月 13日実施）北九州市、新潟市（2021年 10月 12日実施） 
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第 2 項 【政策提言Ⅱ-ⅰ バージン素材への課税】 

・提言対象 

提言対象は、環境省および財務省である。 

 

・政策を打ち出す理由 

 本稿における分析から、バージン素材の相対価格を上昇させることで再生素材の需要が

増加することが分かった。バージン素材価格は経済状況や石油価格に大きく影響されるた

め、景気の悪化や石油価格の下落に伴い下落する。バージン素材価格が下落すると、再生

素材の需要が更に減少し、再資源化に大きな影響を与える。具体的な影響として、再資源

化による利益が生じず自治体や再商品化事業者が高額な費用負担を強いられる「リサイク

ル貧乏」が生じている。提言Ⅰの効果で資源化量が増加しても、再生素材の需要が少なけ

ればリサイクル貧乏は悪化する。以上より、提言Ⅰの効果によって増加する資源化量の確

実な利用を促すために、バージン素材への課税を提言する。 

 

・提言の内容 

バージン素材への課税を行う。名称は「バージン素材税」とし、国税に分類する。また、

課税額は以下の算定式より算出する。 

まず、記号について定義する（表 7参照）。 

 

表 7 記号の解説 
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図 12 政策実施前後の資源化量の関係 

 
現在の資源化量を𝑋、政策実施による資源化量の増加分を𝑥と置く（図 12 参照）。この

増加分𝑥だけ再生素材の需要を増加させるために課税を行う。また、この時の出荷量の増

加率を𝑎と置くと、𝑎 =
100𝑥

𝑋
…①が導出される。なお、𝑎の単位は％であることから 100 を

乗じている。 

分析Ⅱの結果より、再生素材の価格が一定の場合、バージン素材の価格を 1％上昇させ

ると、再生素材の出荷量が約 0.48％増加することが判明している。なお、以下では簡略化

のために、増加率を 0.5％とする。すなわち、再生素材の出荷量を 1％増加させるには、バ

ージン素材の価格を 2％上昇させる必要がある。資源化量の増加分が不足なく利用される

ようにバージン素材の価格を上昇させればよいため、その上昇に必要な分の課税を行う。

よって、課税率を𝑡と置くと、𝑎: 𝑡 = 1: 2となる。これと①式より、𝑡 = 2𝑎 =
200𝑥

𝑋
…②とな

り、バージン素材 1トン当たりの課税率が導出される。 

次に、具体的な課税率について検討する。前述の通り、政策実施後に増加した資源化量

を事業者が不足なく利用すると仮定した場合の𝑡を導出する。まず、分析Ⅰの結果より、現

在有料化を実施していない自治体で有料化を実施した場合の資源化量がどれだけ増加する

かを求める。分析Ⅰで用いたデータより、有料化を実施している自治体における可燃ごみ

袋価格の平均は 1L 当たり 1.087 円であった。これは、45L のごみ袋に換算すると 1 枚当た

り約 49 円である。また、現在有料化を実施していない自治体のごみ袋価格が 1 枚 10 円で

あると仮定する。現在有料化を実施していない自治体でごみ袋価格を 1枚当たり約 49円ま

で上昇させると仮定した場合、年間約 8.8 万トン資源化量が増加する（付録参照）。従っ

て、𝑥 =8.8 万である。ここで、2019 年における𝑋は約 67 万トンであった。これらを①式

に代入して𝑎を導出すると、𝑎 ≓13.13となり、増加率は約13.13％である。これを達成する

ために必要な課税率は、②式より、𝑡 = 2𝑎 ≓26.26％となる54。 

                             
54 この税率で実際に課税した場合、例えばポリエチレンでは、1トン当たり約 51300円の課税となる。 



ISFJ2021 最終論文 
 

38 

 

 

・期待される効果 

 バージン素材に課税することでバージン素材と再生素材の価格差が広がり、企業が再生

素材の利用を選択するため、その需要が増加すると考えられる。そして、需要増加により

容器包装プラスチックごみの再資源化において利益が生まれ、自治体や再商品化事業者に

還元される。自治体は高額な費用負担が改善され、より一層分別回収や再資源化に取り組

むことが予想される。また、再商品化事業者は再資源化の利益をもとに高度な技術の導入

が可能となり、これまで技術的にリサイクル不可能だった容器包装プラスチックごみの再

資源化が進むと考えられる。 

 さらに、付随効果として、プラスチック自体の使用を中止し他の材料に切り替えるリデ

ュースが進むことが考えられる。しかし、現状分析で述べたように、安全面やコスト面か

ら容器包装プラスチックの大幅なリデュースは困難である。ゆえに、課税によるリデュー

スの増加に伴う資源化量が減少することへの影響は大きくないと予想される。 

 

・実現可能性 

 環境分野の政策において、社会に悪影響を与える物質の使用を規制するための課税は一

般的な手法であり、日本においても地球温暖化対策税55が 2012 年から導入されている。海

外では、イギリスにおいて 2022年から容器包装製品で使用されるバージン素材への課税導

入が決定している。また、アメリカでも使い捨てプラスチック包装に使用されるバージン

素材への課税案が議会に提出される等、課税政策の導入は世界で拡大傾向にある。さらに、

提言で用いる課税率算定式は資源化量の増減を反映することができるため、高度な技術の

導入や再生素材需要の拡大等に対応することが可能である。 

 課税負担について、負担の最終的な帰着先は企業ではなくプラスチック製品の消費者と

なることが予想される。しかし、企業が課税負担を消費者に転嫁したとしても、プラスチ

ックは製品の総コストのごくわずかな金額しか占めないため、消費者が直面する価格への

影響は小さい56と考えられる。以上のことから、バージン素材税を導入することは可能で

あると考えられる。 

第 3 項 【政策提言Ⅱ-ⅱ 課税事業者登録制度の設立】 

・提言対象 

提言対象は、環境省および財務省である。 

 

・政策を打ち出す理由 

 提言Ⅱ-ⅰでバージン素材への課税を行うための算定式を提言した。しかし、実際に課

税を行う場合、課税対象事業者、課税対象物、課税標準、税金をかける時期を決定する必

要がある。また、環境省への聞き取り調査57より課税逃れを図る事業者への対策として、

申告の正確性を検証する仕組みが必要であることが分かった。以上より、確実な税の徴収

を行うため、課税対象事業者登録制度による税務申告を提言する。 

                             
55 原油、石油製品（ガソリン、軽油、重油、灯油、航空機燃料）、ガス状炭化水素（天然ガス、LPG等）、石炭を対

象に、輸入者、採取者の段階で課税する制度。2012年 10月より施行された。 
56 HMRC(2020a) “Policy paper Plastic packaging tax” 
57 2021年 10月 28日実施 
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・提言内容 

 制度設計を行うにあたり、イギリスで 2022年から開始予定の制度を参考にした。 

まず、課税対象について説明する。プラスチックを使用する企業は多数存在し、その全

てを把握することは困難である。そこで、課税対象事業者を成形事業者58に限定する。そ

の理由は成形事業者が製品を製造する際、バージン素材と再生素材のどちらを使用するか

を決定できるためである。また、課税時期は成形事業者がバージン素材を購入した時点と

する。購入時に課税することで、成形事業者はバージン素材ではなく再生素材を積極的に

購入すると考えられる。課税標準59は素材重量とする。 

 次に、課税事業者登録制度について説明する。2023 年から始まる消費税のインボイス制

度60に倣い、成形事業者は税務署に申請書を提出し、課税対象事業者として登録する。申

請書には法人の所在地や代表者氏名、法人番号を記入することとし、登録後の更新は不要

とする。登録事業者は名簿として国税庁のホームページ上に公開される。なお、事業者に

は制度への登録を義務化し、登録を行わない事業者に対しては、他の免許や登録の申請、

更新を拒否する等の措置をとることで制度への参加を促す。 

 確定申告時、登録事業者はバージン素材税の課税申告を行う。納税時に必要な書類は購

入重量申告書と納品書の２点である。前者には地球温暖化対策税の納税方法に倣い、バー

ジン素材、再生素材の購入重量を記入する。後者は購入したプラスチック素材の詳細を示

すものである（図 13参照）。以上の２点の資料に基づき、行政は必要に応じて日本環境協

会61などの外部機関と連携し、事業者の申請が課税基準を満たしているかの検証を行うこ

ととする。なお、課税収入は地球温暖化対策税と同様、環境政策に関する費用として活用

する。 

 

  

                             
58 プラスチック原料をプラスチック製品に成形し、自動車や電気機器などを製造するメーカーに納品する事業者 
59 税額算定の基準とする課税物件の数量、価格を指す。 
60 消費税軽減税率・インボイス制度電話相談センターへの聞き取り調査より（2021年 10月 29日実施） 
61 エコマークの認定を行う機関 



ISFJ2021 最終論文 
 

40 

 

図 13 課税事業者登録制度の概要 

 

 
 

・期待される効果 

 提言Ⅱ-ⅰで述べたバージン素材税の徴収制度を設計することにより、行政は事業者か

ら確実に税を徴収することが可能となる。具体的には、登録制度により課税対象事業者数

を把握することや、事業者から受け取った登録書や素材購入履歴を示す書類から申告の正

確性を確認することができる。さらに、付随効果として、得られた課税収入をリサイクル

技術の開発、導入補助や環境保護関連の経費として使用することにより、更なる再資源化

の促進や環境保護が図られると期待される。 

 

・実現可能性 

 税金の納付に関して、2023 年 10 月から消費税のインボイス制度が導入され、請求書や

納品書など客観的な証拠書類の保存、提出が義務化される。本提言で導入する登録制度で

はこれと同様の仕組みを利用することから、バージン素材税の導入に際し、事業者側の作

業内容に関する周知は進みやすいと考えられる。また、インボイス制度や地球温暖化対策

税の仕組みをバージン素材税にも当てはめることができるため、行政側の制度構築にかか

る負担は膨大ではないと予想される。以上のことから、本提言の実現可能性は高いと考え

られる。 

第 4 項 政策提言のまとめ 

 政策提言Ⅰより、家庭ごみ袋有料化を導入する上で障害となっている市町村の初期費用

負担が解消される。政策提言Ⅱ-ⅰより、バージン素材の価格を上昇させることで、再生
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素材の需要増加と資源循環の促進が達成される。政策提言Ⅱ-ⅱより、Ⅱ-ⅰで提言したバ

ージン素材税における課税対象事業者の把握と適切な課税が可能となる。 

 以上で提言した政策により、住民の分別への協力不足問題と容器包装プラスチックごみ

の再資源化における需要不足問題が解消され、再資源化が促進される。容器包装プラスチ

ックごみは日本が抱える潜在的資源であり、再資源化の促進によってそれらの有効利用が

可能となる。未活用のプラスチックごみを減らし環境への負荷を少なくすることで、本稿

のビジョンである「プラスチック資源の循環による持続可能な社会」が実現される（図 14

参照）。 

 

図 14 政策提言のまとめ 
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おわりに 
 本稿では、容器包装プラスチックごみのリサイクルに着目し、「プラスチック資源の循

環による持続可能な社会」の実現をビジョンとして研究を行なった。現状分析において、

文献調査や地方公共団体への聞き取り調査から、容器包装プラスチックごみの再資源化に

費用がかかること、住民に分別への協力を得られていない事例が存在することを把握した。

そして分析では、ごみ袋価格の上昇により資源化量が増加することを明らかにした。また、

バージン素材の相対価格の上昇が再生素材出荷量に与える影響を定量的に示した。これら

の結果と聞き取り調査をもとに、政策提言では、ごみ袋有料化導入への初期費用の貸付、

バージン素材税の導入、課税事業者登録制度の設立を提言した。 

 しかし、本稿の課題として以下の３点が挙げられる。１つ目は、プラスチックごみ一括

回収事業による資源化量の増加を定量的に分析できていないことである。一括回収事業の

実施により資源化量は増加すると予想されるが、現時点で未実施の施策であるため、デー

タを取得できなかった。２つ目は、分析Ⅰにおいてデータの取得が困難であったため、全

国の市町村を対象にしていないことと、年度を 2006 年から 2019 年に限定したことである。

また、同様の理由から、本分析では可燃ごみ袋価格と資源化量の関係を主に見たが、住民

のごみ排出行動はごみ袋の価格差をもとに行われると考えられるため、プラスチックごみ

を入れる袋と可燃ごみ袋の価格差も考慮した分析を行うと更に考察が深まるであろう。３

つ目は、分析Ⅱにおいてデータ上の制約が存在するためサンプルサイズが小さいことであ

る。よって、これら３点は今後の研究課題と言える。 

 本稿の執筆にあたり、環境省や公益財団法人日本容器包装リサイクル協会、豊中市、大

阪市をはじめとした地方公共団体の方々にデータ取得や聞き取り調査の面で多大なご協力

を頂いた。ここに感謝の意を表する。 

 最後に、我々の研究が我が国のプラスチック資源の有効利用に繋がり、プラスチック資

源の循環による持続可能な社会の実現に寄与することを願って、本稿の締めとする。 
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付録 
別添 有料化による資源化量増加分の導出過程（図 15参照） 

 

図 15 有料化による資源化量増加分の導出過程 

 

 

𝑥（有料化による資源化量増加分）を導出する。 

まず、ごみ袋有料化未実施の自治体において有料化を導入した場合のごみ袋価格の変化

を求める。 

分析Ⅰにおける調査より、既に有料化を実施している自治体におけるごみ袋価格の平均

は 1L当たり 1.087円であることが判明している。一方、有料化未実施の自治体における

ごみ袋価格は、本稿において 1L 当たり 0.222円（45L 袋 1枚当たり 10円）であると仮定

している。従って、有料化未実施の自治体が有料化を導入し、ごみ袋価格を有料化実施自

治体の平均値まで引き上げた場合、当該自治体におけるごみ袋の価格は 1L当たり 0.865

円上昇する。 

また、分析Ⅰの結果よりごみ袋価格が 1円上昇すると、1 年間の 1 人当たり資源化量は

1398g増加することが判明している。さらに、山谷（2021）より 2021 年時点の有料化未実

施の人口は 73,197,703人であることが判明している。以上のデータを用いることで、全

自治体で有料化を導入した場合の𝑥を導出することが可能である。 

 

𝑥 =1398(g)×0.865(円)×73197703(人)=88,515,786,306.81(g)≒88(万トン) 

有料化未実施人口 

有料化実施時のごみ袋価格上昇分 

ごみ袋価格 1 円上昇時の資源化量増加分 

 

以上より、有料化が全自治体で行われた場合の 1年間の資源化量の増加分𝑥はおよそ 88

万トンである。 

（筆者作成） 


